
下中 雅之
議 員

能登 恵子
議 員

池尾 正彦
議 員

風呂 繁昭
議 員

問① 病児保育事業はどのように取り組むのか。
答 小浜市次世代育成支援行動計画の後期の目

標年度である平成26年度までに実施できる
ように努める。

問② 子育て支援センターの拡充について今後の
取り組みを伺う。

答 家庭相談員を配置し、要保護児童対策協議
会における要保護児童を含めた相談業務や
家庭指導とともに、関係機関と連携しなが
ら家庭における適切な児童養育、家庭児童
福祉の向上にも努めたい。

問③ 住宅用火災報知器の設置推進について。
答 若狭消防組合において、平成22年度はまだ

設置されていない住宅を対象に個別訪問
し、火災報知器の設置を推進する予定。

問④ 介護保険を利用しないお年寄りに対するポ
イント制度の運用についての考えを伺う。

答 ポイント制度については、ボランティアの
参画により介護サービスの質の向上が図ら
れること、参加する高齢者自身の介護予防
や生きがいづくりにもつながると考えられ
るので、今後の検討課題にしたい。

問① 国の緊急経済対策の浮いた事業と今後。
答 防災対策、火葬場、学校統合、環境衛生施設

の修繕建設等に取り組む。
問② ㈱まちづくり小浜観光局の収益性は。
答 特産品の物販事業、インターネット通販、特

産市、イベント出店、駐車場運営、旅館・ホテ
ルの宿泊斡旋、レンタル事業等。

問③ 基盤整備など今後のまちづくりは。
答 浅井三姉妹お初ゆかりの常高寺の散策コー

ス、ちりとてちんロケ地めぐりコースのバ
スツアー、観光タクシー計画。商店街では

事業メニューの一つとして、空店舗対策を
支援している。住吉・酒井縦貫線は、平成23
年度で完了。交流空間である一服処を設置。
いづみ町は、中活計画議論の中、基盤整備に
努める。つばき回廊跡地は、特別委員会と
も協議し、観光拠点施設としてまちの駅の
賑わい創出を目指す。公衆トイレは管理を
見直し清掃を増やす。

問④ 市立図書館100周年、杉田玄白の解体新書
や日本最古の英和辞典等の特別展を。

答 今年10月頃開催を図ります。

問① 第４期介護保険事業の重点施策は。
答 1）市民の主体的な健康づくり活動推進
 2）生きがい作りや社会活動参加を支援
 3）個人の意思が尊重されるサービス
問② 小学生にも認知症サポーターになってもら

い地域の協力者になってもらいたい。その
ため先生方や公民館職員にキャラバンメイ
トになってもらえないか。

答 一市民として受講を呼びかける。
問③ 高齢者運転免許自主返納支援制度事業では、

免許を自主返納した高齢者の足となる、コミュ

ニティバスの運行路を十分配慮するように。
答 地域の環境や利用状況を考慮し、要望に応える。
問④ 男性介護者が介護者の３割に、高齢者虐待

も40～50代独身男性が一番多く、離職し
介護することとなるが特別な支援が必要。

答 男性介護経験者による交流会・仲間づくり支援
や孤立を避けるための見守りを継続支援する。

問⑤ 地域住民との連携事業として、高齢者の自
由な集まりや福祉活動のため、あらゆる会
場をオープンに利用支援すること。

答 地域の集会場が幅広く利活用は望ましい事。

小学校の統合について
問① 学校統合に向けての今後の考え方につい

て。
答 教育部長の答弁内容（要旨）
 統合についての協議のテーブルにつくか否

かの判断を、各地区で平成22年度内をめど
に決定してもらいたい。

 東部地区の統合の枠組みが決まり次第、対
象地区の意向を踏まえながら、候補地の選
定等、統合に向けての具体的な準備を進め、
平成23年度中には具体的な建設計画を取り

まとめたい。
 建設時期については、平成28年度から設計・

用地造成等に着手し、その後２か年かけて
校舎を建設する計画である。

 建設に向けての基金積立も計画的に行う。
問② 市長の学校建設に向けての決意は。
答 小浜小学校の次は、遠敷小学校の建設であ

ると考えている。東部４地区の小学校建設
については、市政の重要課題と認識してい
る。教育部長が答弁したとおり、新しい校
舎が計画どおり建設できるようにする。

３月定例会の一般質問は、１５日、
１６日の両日行われ、１１名の議
員が市政各般にわたり、一般質問
を行いました。

市政を聞く
一般質問

一般質問の原稿は、各発言議員が作成しています｡
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佐久間 博
議 員

三木　尚
議 員

井上 万治郎
議 員

宮崎 治宇蔵
議 員

上野 精一
議 員

問① 子どもの医療費助成制度の拡大について。
答 平成22年10月からの県の助成拡大に合わ

せ、本市においても同様に、小学校３年生ま
での医療費助成を行ってまいりたい。

問② 仕事確保・雇用対策について。
答 道路改良や道路維持に予算計上、区長の要望で

聞いている道路改良は７路線、道路維持11路線、
橋梁については３橋である。業者選考については、
地元の業者を優先して指名している。ふるさと雇
用再生事業は５事業、雇用12名。緊急雇用創出
事業では15事業、雇用数は109名となっている。

問③ 食文化を生かしたまちづくりについて。
答 市民参加のまちづくりや生涯食育の推進、地域力の強化、

人づくりの面において成果があった。今後は小浜の魅力
に磨きをかけ、地域経済や産業の活性化につなげていく。

問④ 平和市長会議の加盟について。
答 12月25日に嶺南広域行政組合で、平和市長

会議の目的等を説明し、今回、強い賛同の声
を得て、嶺南６市町の全てが加盟した。

問⑤ コウノトリ小浜への飛来について。
答 産業部農林水産課を小浜市の窓口として、

積極的な取り組みを推進していきたい。

問① 竜前企業団地への企業誘致について問う。
答 この企業は、インターネットの接続サービ

スやネットワークシステムの構築、運用、補
修等を行う会社で次世代対応型のデータセ
ンターを設置したいという意向である。来
年春頃操業開始、新規雇用10名程度。第１
区画1.8ヘクタールの用地すべて取得。

問② ３月廃止のポリテク小浜の利用策について。
答 本館は平成４年の建築で、再利用は可能。

機構側は譲渡予定価格1,900万円と設定し
ており、取得を含め検討したい。

問③ 歴史遺産である旧旭座の再生について問う。
答 明治時代に建設された芝居小屋で各種芸能

集会・映画上映などが行われていた小浜の
文化発信の拠点であった。当時の劇場とし
ては県内で唯一残る貴重な建物である。建
物の構造や特徴的な建築意匠に当初の形状
をよく残している。国の登録文化財として
の価値は十分ある。

問④ 所有者の了解を得て、市民活動の情報発信
基地として再生を図るべきと考えるが。

答 保存や活動について十分協議を行っていく。

（1） ㈱小浜観光局について
問① 会社設立の真の目的は。
答 観光を軸とした魅力ある町づくりの実践、地域

産業の活性化、雇用の創出、民間活力の醸成。
問② 収益の見通しが甘すぎる。
答 来年完成の府中IC道の駅の地場産品の物販をメ

インに新商品の開発に取り組み利益を確保する。
問③ 数年後に民間に移行するというが見通しは。
答 できるだけ早い時期に民間主体の観光局に移行したい。
問④ 民間へ委託する際、市の財産との混同は無いか。
答 権利関係を明確にし市の損失が無いようにしたい。

問⑤ 仮に累積赤字が発生したときは市が補填するのか。
答 資金調達に関する損失補償、赤字補填を目

的とした支援は行わない
問⑥ 市長が代表取締役を兼務するべきでないと考えるが。
答 今後、発起人会等で検討して頂く。
問⑦ 出資の協力は電力会社や近隣自治体にも呼

びかけるべきでは。
答 広く呼びかけていきたい。
（2） 農業集落排水料金の５地区の大幅値上げは

住民の理解を得ているか。
答 昨年から管理組合で経営状況を報告してきた。

問① 道の駅完成時までに名物料理をプロジェク
トチームを立ち上げて開発する考えは。

答 小浜ならではの食べ物を提供する必要があ
る。プロジェクトチームの立ち上げを視野。

問②まちの賑わいの復興をどのように進めるか。
答 小浜ウエスト物語２０１０事業において、

まちなかギャラリーやまちなかコンサート
を実施する予定。

問③ 小浜市の重伝建で失われつつある宝は。
答 茶町の芸妓文化、若狭瓦の住居、土蔵、防水

や生活用の水路や井戸が貴重な宝である。

問④ 第一次産業、農業と水産業の担い手不足の
問題が切実だが。

答 農水業の従事者数は年々減少し、資材の高騰
など経営悪化で後継者不足は深刻である。

問⑤ 新規事業の農林水産ビジネス起業支援とは。
答 農業分野では、オバマ米大統領の祖母が育

てていた緑豆を栽培して商品化する。水産
業分野では宇宙食の研究やミズクラゲを利
用したコラーゲンの抽出の実証実験の支援
を行い、軌道に乗った際は農水産業者等に
広く利用して頂き活性化に結びつけたい。

問① 小浜市の重点課題である快速鉄道と世界遺
産登録の現状と今後の取り組みは。特に快
速鉄道は、このままでは実現は無理と考え
るが、高規格道路等も視野に入れての政策
転換の必要があるのではないか。

答 国、滋賀県の現状、整備後の収支採算性等、
乗り越えなければならない課題が多いが実
現に向けて地道に取り組む。

 世界遺産暫定リスト登載は叶わなかったが
今後は若狭町との共同事業の「小浜市若狭
町歴史文化基本構想」の策定により歴史文

化を生かしたまちづくりを進める。
問② 学校の統合による遠距離通学者は何人か。

通学費の公費負担はどうなっているのか。
児童手当・高校授業料・医療費等、子どもの
成長を社会全体で支える流れの中、本市で
も全額公費負担とするべきである。

答 遠距離通学者は小、中学生で184人であり、
スクールバスと電車通学者の69人に対し経
費の80％の補助をしている。今後、学校再
編の事もあるので、22年度の早い時期に小
浜市としての方針を出す。

【5】 議会だより



予算常任委員会予算常任委員会のの審査状況審査状況
◎審査結果
２１年度補正予算関係 ２２年度当初予算関係

議案第16号
平成22年度　小浜市一般会計予算

原案可決
とすべき

議案第17号　平成22年度　小浜市介
護保険事業特別会計予算など10議案

原案可決
とすべき

議案第27号
平成22年度　小浜市水道事業会計予算

原案可決
とすべき

議案第１号　平成21年度　小浜市一般
会計補正予算（第８号）など２議案

原案可決
とすべき

議案第２号　平成21年度小浜市介護保険
事業特別会計補正予算（第３号）など10議案

原案可決
とすべき

議案第12号　平成21年度小浜市水道
事業会計補正予算（第３号）

原案可決
とすべき

予
算
常
任
委
員
会
委
員
長
報
告
よ
り
（
概
要
）

松崎 圭一郎
議 員

藤 田 善 平
議 員

１．地場産の箸産業への支援体制について
問① ちりとてちんであれほど騒いだ小浜であり

ながら、いまだに箸のふるさと小浜を知ら
ない訪問者がいる。まさにこの箸の高シェ
アこそが小浜のブランドだと思うが、行政
はこのことに対してどのような取り組みを
行ってきたか、お尋ねする。

答 箸産業は、国内生産一を誇る地場産業であ
り、産地活性化への支援を行ってきた。

問② 当市の箸産業は、家内性手工業で伝統技術
の伝承は可能だが、新製品への取り組みに

は難がある。この部分のカバーを行政がす
べきではないのか、お尋ねする。

答 小さな企業では、新商品の開発は資金的に
も難しいと思われるが、産地全体の底上げ
を目的に組合と連携して取り組みたい。

２．特定失踪者問題について
問 市長にお尋ねする。（北朝鮮の悲惨な写真

を見せ、市長の感想を伺う）
答 いまだに北朝鮮に拉致されている人々が、

殺伐たる寒空の下、塗炭の苦しみを思うと
非常に悲しく、激しい憤りを覚える。

問① 水田農業振興策を問う。
答 小浜市の耕作放棄地は約76ヘクタールで市

全体の農地約５％。耕作放棄地再生利用緊
急対策交付金で支援。中山間地地域等直接
支払交付金、地域農業サポート事業、新規就
農者支援など。飼料米やバイオ燃料用米等
難しい。米粉用米などに取り組む。

問② 鳥獣害対策を問う。
答 狩猟期間中みずからの事業に対する被害を

防止する目的で、事業地内に天井のない囲い
ワナを用いでイノシシ、シカ等の狩猟鳥獣を

捕獲することについては、狩猟免許を取得し
なくても捕獲が可能。しかし、現在年間を通
じて捕獲を行うには有害捕獲隊員でなけれ
ばできない。参加要件見直しが検討される。

問③ 農地・水・環境保全向上対策を問う。
答 平成23年度で一旦終了するが何らかの形で

残ると考えられ未取り組み地区に周知する。
問④ 企業誘致、雇用確保について問う。
答 日本電産の永森社長との面談については現

在も働きかけを行っている。さまざまな助
成制度を活用し雇用の確保創出に努める。

採
決
の
結
果
は
、
議
案
第
16
号
、
23
号
、

27
号
、
40
号
に
つ
い
て
は
挙
手
多
数
に
よ

り
、
議
案
第
17
号
か
ら
22
号
、
24
号
か
ら

26
号
に
つ
い
て
は
挙
手
全
員
に
よ
り
原
案

ど
お
り
可
決
す
べ
き
と
す
る
も
の
で
あ
り

ま
し
た
。

議
案
第
16
号　

平
成
22
年
度
小
浜
市
一

般
会
計
予
算
で
は
、
企
画
総
務
分
科
会
か

ら
、
い
き
い
き
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン
推
進

事
業
の
先
行
き
と
現
在
の
評
価
に
つ
い
て

や
、
嶺
南
地
域
鉄
道
整
備
基
金
負
担
金
の

積
み
立
て
の
継
続
に
つ
い
て
の
議
論
の
有

無
や
機
運
醸
成
の
展
望
な
ど
の
調
査
報
告

が
あ
り
ま
し
た
。

産
業
分
科
会
か
ら
は
、
中
心
市
街
地
活

性
化
事
業
で
は
、
計
画
策
定
の
お
く
れ
や

ま
ち
づ
く
り
会
社
設
立
の
件
に
つ
い
て
や
、

鳥
獣
害
対
策
事
業
（
緩
衝
帯
設
置
）・
有

害
鳥
獣
駆
除
事
業
で
は
、
個
体
駆
除
の
よ

り
一
層
の
取
り
組
み
、
集
落
の
主
体
的
な

取
り
組
み
に
つ
い
て
の
議
論
、
県
営
公
園

維
持
管
理
事
業
・
県
営
公
園
維
持
管
理
事

業
に
関
連
し
て
、
遊
具
等
の
点
検
は
も
ち

ろ
ん
芝
生
等
そ
の
他
の
状
況
も
変
化
が
見

ら
れ
れ
ば
対
応
で
き
る
よ
う
、
効
率
的
な

委
託
管
理
の
必
要
性
に
つ
い
て
の
意
見
な

ど
の
調
査
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

民
生
文
教
分
科
会
か
ら
は
、
レ
ジ
袋
削

減
推
進
事
業
で
は
、
有
料
化
の
取
り
組
み

状
況
に
つ
い
て
や
、
高
齢
者
等
に
や
さ
し

い
コ
ミ
ュ
ニ
ィ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
改
修
助
成

事
業
で
は
、
内
容
や
対
象
の
ほ
か
、
事
業

効
果
、
補
正
対
応
に
つ
い
て
を
、
小
中
学

校
の
通
学
費
助
成
関
係
で
は
助
成
割
合
や

助
成
の
あ
り
方
な
ど
に
つ
い
て
の
指
摘
な

ど
の
調
査
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
23
号　

農
業
集
落
排
水
事
業
特

別
会
計
に
お
い
て
は
、
産
業
分
科
会
に
調

査
依
頼
い
た
し
ま
し
た
が
、
５
施
設
の
料

金
改
定
を
含
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

必
要
性
、
今
日
ま
で
の
経
緯
、
周
知
の
度

合
い
な
ど
に
つ
い
て
議
論
が
あ
り
、

高
齢
者
世
帯
や
収
入
の
少
な
い
世

◎
補
正
予
算

今
期
補
正
予
算
の
特
徴
と
し
て
は
、
地

域
活
性
化
・
き
め
細
か
な
臨
時
交
付
金
事

業
の
活
用
が
あ
り
ま
す
。
駅
前
駐
輪
場
の

修
繕
、
保
育
園
施
設
改
修
事
業
、
道
路
維

持
事
業
、
道
路
改
良
事
業
、
橋
梁
維
持
事

業
、
小
学
校
施
設
整
備
事
業
な
ど
、
こ
れ

ま
で
区
長
要
望
や
議
会
で
指
摘
等
の
あ
っ

た
諸
課
題
に
配
慮
し
た
予
算
の
手
当
て
が

な
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

委
員
会
の
結
論
と
し
て
は
こ
れ
を
了
と

す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
が
、
特
に
、
市
民

の
生
活
・
安
全
に
直
結
す
る
よ
う
な
事
業

に
つ
き
ま
し
て
は
、
緊
張
感
を
持
っ
て
、

ス
ピ
ー
デ
ィ
に
執
行
し
て
い
た
だ
く
よ
う

お
願
い
し
て
お
き
ま
す
。

商
工
費
・
商
工
業
総
務
費
の
つ
ば
き
回

廊
商
業
棟
解
体
事
業
に
お
け
る
市
立
図
書

館
の
売
却
方
針
の
変
更
に
よ
り
、
業
務
棟

の
売
却
に
時
間
を
要
す
る
た
め
の
（
財
産

売
払
収
入
２
億
２
千
万
円
を
一
般
会
計
か

ら
支
出
す
る
）
財
源
振
替
に
つ
い
て
は
、

相
手
方
と
の
今
後
の
交
渉
見
込
み
や
、
交

渉
当
事
者
の
心
証
を
危
惧
す
る
意
見
、
ま

た
、
現
在
入
居
さ
れ
て
い
る
団
体
へ
の
対

応
や
利
用
者
へ
の
配
慮
が
果
た
し
て
十
分

か
な
ど
を
心
配
す
る
意
見
が
だ
さ
れ
ま
し

た
。こ

れ
に
対
し
て
、
現
時
点
で
は
１
階
、

２
階
を
売
却
す
る
方
針
に
変
更
は
な
い
こ

と
。
現
在
、
入
居
さ
れ
て
い
る
各
団
体
は
、

個
別
・
一
定
時
期
に
移
転
先
が
確
保
さ
れ

る
見
込
み
で
あ
る
と
の
説
明
が
な
さ
れ
た

と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

◎
当
初
予
算

審
査
の
手
順
は
、
調
査
依
頼
を
行
っ
た

企
画
総
務
分
科
会
、
産
業
分
科
会
、
民
生

文
教
分
科
会
長
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
調
査
報

告
を
受
け
、
そ
の
後
、
議
員
間
に
お
け
る

質
疑
、
理
事
者
へ
の
再
質
疑
、
議
員
間
で

の
自
由
討
議
、
討
論
を
経
て
採
決
を
行
い

ま
し
た
。
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委
員
会
行
政
視
察
報
告

委
員
会
行
政
視
察
報
告

◎
議
会
運
営
委
員
会

と
き
１
月
25
日
〜
26
日

・
東
京
財
団
（
東
京
都
内
）

「
政
策
懇
談
会　

地
方
議
会
の
改
革

ニ
セ
議
会
基
本
条
例
を
斬
る
Ⅱ
」

・
埼
玉
県
鶴
ヶ
島
市

「
議
会
報
告
会
に
つ
い
て
」

議
会
運
営
委
員
会
で
は
、
近
年
の
議
会
改

革
の
ツ
ー
ル
で
あ
る
「
議
会
基
本
条
例
の

制
定
」「
議
会
報
告
会
の
実
施
」
に
つ
い
て
、

東
京
財
団
の
研
修
会
へ
の
参
加
な
ら
び
に

先
進
地
の
視
察
を
い
た
し
ま
し
た
。

東
京
財
団
の
研
修
会
で
は
、
全
国
か
ら
約

３
０
０
名
以
上
の
議
会
関
係
者
が
集
ま
り
、

議
会
基
本
条
例
の
必
須
条
件
な
ど
に
つ
い

て
講
演
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
た
、
鶴
ヶ
島
市
議
会
で
は
、
議
会
基
本

条
例
に
基
づ
き
開
催
さ
れ
て
い
る
議
会
報

告
会
の
概
要
等
に
つ
い
て
、
他
の
議
会
改
革

を
交
え
説
明
い
た
だ
き
ま
し
た
。

３月定例会での３月定例会での
主な質疑主な質疑

Ｑ.高齢者運転免許自主返納支援事業の運
用方法は？
Ａ.高齢者が運転免許証を自主的に返納し
た場合に自家用車に代わる交通手段として
公共交通機関を利用しやすくするために、
バスなどの乗車回数券の交付を行うもの。
意見 バスやタクシーなどを選べる権利を与えると
か、回数券に限らず返納した人の希望に見合う公平
な方法を検討してほしい。 （企画総務分科会調査より）

Ｑ.小浜商店街空店舗対策資金融資事業貸
付金については実績がないようだが、周知・
ＰＲ方法が不足しているのでは？また、空
店舗の実態の調査、データはないのか？
Ａ.空店舗の実態をみて金融機関が最終的
に貸し付けを決定する関係もあると思うが、
中心市街地活性化基礎調査（空家・空店舗）
事業を実施し、早めにデータを整理して役
立てていきたい。 （産業分科会調査より）

Ｑ.いきいきまちづくりプラン推進事業が始
まってから長くなるが、各地区で取り組みの差
が出ているようだが、先行きと現在の評価は？
Ａ.22年度で10年目に入るもので、市民協
働という中の一つのモデル事業であり、今
後も行政の中で進める必要があるが、どう
いった形がいいのか模索しながら取り組ん
でいきたい。 （企画総務分科会調査より）

Ｑ.レジ袋削減は啓発ばかりでなかなか有
料化できないようだが、県下の状況は？
Ａ.県下では福井市・敦賀市・鯖江市・越前
市・あわら市・坂井市が既に有料化に、勝山市
と大野市が４月から共同で取り組むことと
なっており、市で取り組んでいないのは小浜
市だけとなる。21年度も事業者を集め、検
討会を重ねているので早い時期にできるよ
うに努力したい。 （民生文教分科会調査より）

Ｑ.山手団地の構造が低層である理由は？民
間アパートとの連携、バランスは？
Ａ.建設は補助率、補助対象、維持経費（３階
以上にはエレベーター設置義務あり）を考
え、高齢者・障害者等にやさしい低層住宅と
なった。今後は、山手以外の新規建設は考え
ておらず、既存のストック分の活用等により
対応していく。 （産業分科会調査より）

Ｑ.全国的に保育園への待機児童が多いと聞
いているが、今富保育園が統合されたことで、
公立保育園が減り定員が厳しくなると思うが？
Ａ.平成22年度から従来の定員の何パーセン
ト増しという規定がなくなり、建物の基準と保
育士の数がクリアされていれば何人でも受け入
れてもよいとの規定に変わった。また、昨年の
４月１日の保育園の受け入れ状況は、定員より
多い園は小浜第一保育園、西津保育園の２園
であり、あとの園は定員に達していないが、今後
内外海児童センターだけは、定員を超えると
みられている。 （民生文教分科会調査より）

帯
、
ま
た
、
多
人
数
世
帯
へ
の
影

響
を
心
配
す
る
意
見
、
緩
和
策
の

有
無
、
周
知
徹
底
を
望
む
意
見
が
あ
っ
た

こ
と
に
つ
い
て
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
40
号　

平
成
21
年
度
小
浜
市
一

般
会
計
補
正
予
算
（
第
９
号
）
は
（
仮
称
）

株
式
会
社
お
ば
ま
観
光
局
へ
の
出
資
金
に

関
す
る
も
の
で
、
産
業
分
科
会
へ
調
査
依

頼
し
ま
し
た
。

分
科
会
調
査
で
は
、
出
資
者
の
取
扱
い

や
損
失
補
償
の
考
え
方
、
運
営
経
費
の
見

込
み
、
市
の
関
与
の
程
度
な
ど
に
つ
い
て

議
論
が
あ
り
ま
し
た
。

そ
の
中
に
お
い
て
、
第
一
次
産
業
の
従

事
者
減
少
対
策
、
体
験
型
観
光
や
各
種
商

品
開
発
な
ど
、
設
立
に
至
っ
た
趣
旨
は
賛

同
す
る
意
見
が
あ
る
も
の
の
、
事
業
展
開

な
ど
の
不
安
は
払
拭
さ
れ
な
い
状
態
に
お

い
て
、
第
三
セ
ク
タ
ー
に
関
し
、
総
務
省

の
局
長
通
知
が
出
さ
れ
て
い
る
な
ど
厳
し

い
縛
り
が
あ
る
中
で
、
第
三
セ
ク
タ
ー
で

あ
る
必
要
性
や
民
間
へ
の
移
譲
時
期
、
官

民
の
責
任
範
囲
、
出
資
率
の
変
更
な
ど
に

つ
い
て
議
論
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
た
、
市
長
が
観
光
局
の
代
表
取
締
役

を
務
め
る
こ
と
に
対
し
、
債
務
保
証
や
会

社
の
解
散
権
の
存
在
な
ど
、
今
後
市
に
及

ぶ
リ
ス
ク
に
つ
い
て
危
惧
す
る
質
疑
、
意

見
の
報
告
が
あ
り
ま
し
た
。

本
議
案
に
つ
い
て
は
、
予
算
常
任
委
員

会
の
全
体
会
で
こ
れ
ら
の
調
査
報
告
を
受

け
た
後
、
自
由
討
議
に
お
い
て
、
同
議
案

に
対
す
る
付
帯
決
議
の
提
出
を
決
定
す
る

な
ど
、
慎
重
な
審
査
を
い
た
し
ま
し
た
。

再
質
疑
で
は
、
命
の
か
た
ち
展
開
催
事

業
、
農
産
物
直
売
所
・
休
憩
所
整
備
事
業

の
二
事
業
が
対
象
と
な
り
ま
し
た
。

討
論
で
は
、
議
案
第
16
号
で
は
自
衛
官

募
集
事
務
経
費
お
よ
び
各
県
営
事
業
負
担

金
に
つ
い
て
、
23
号
で
は
農
業
集
落
排
水

事
業
の
料
金
改
定
に
つ
い
て
、
27
号
で
は

県
事
業
の
河
内
川
ダ
ム
の
負
担
金
に
つ
い

て
、
40
号
で
は
観
光
局
を
第
三
セ
ク
タ
ー

方
式
で
創
設
す
る
こ
と
に
対
し
て
の
反
対

討
論
が
あ
り
ま
し
た
。
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